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簡易回復手続の導入

2014年12月30日「債務者回生および破産に関する法律」の改正

法律第12892号、施行2015年7月1日

改正理由

中小企業等の回生手続への接近性を高めるために総額50憶ウォン以下の範囲で大統
領令で定める金額以下の債務を負担する営業所得者に対する簡易回生手続を新設

2020年6月2日「債務者回生および破産に関する施行令」の改正

簡易回生手続の適用対象である少額営業所得者の負債基準が従来の30億
ウォンから50億ウォンに増額



簡易回生手続の主要な運営現況

ソウル回生法院における簡易回生事件(合議体)受付現況

年度 2019 2020 2021上半期
全体法人回生 343件 312件 122件

簡易回生事件 111件 124件 64件

簡易事件の比率 32.3% 39.7% 52.4%



簡易回生手続の運営現況

2020年簡易回生（合議体）受付件数の分析結果

平均負債額

回生担保権は34件（全体事件の40％）のみ該当

平均資産および清算価値

回生担保権 回生債権 共益債権 合計

2.8億ウォン 19.2億ウォン 1.09億ウォン 23.17億ウォン

会社提示
資産価額

実査価値額 実質資産率 清算価値額 実質資産
清算可能率

19.5億ウォン 7.1億ウォン 36.58% 4.2億ウォン 58.8%



簡易回生手続の運営現況

2020年簡易回生（合議体）事件処理過程別平均所要期間

2020年回生事件（合議体）処理過程別平均所要期間

申立て~開始 26.9日, 開始~認可 216.7日(7.2ヶ月), 開始~終結 347日
(11.5ヶ月), 認可~終結 137日(4.5ヶ月)

区分 申立て～開始 開始～認可 開始~終結 認可~終結
所要期間 22.18日 169.71日

(5.6ヶ月)
224.34일
(7.4ヶ月)

57.85일
(1.9ヶ月)



簡易回生手続の特則

管理人不選任原則（第293条の６第1項）

簡易回生手続では管理人を選任しない。但し、第74条第2項各号のい

ずれかに該当する場合には管理人を選任するができる。

回生手続における管理人選任規定（第74条）

① 管理人を選任

② 原則的に債務者又は債務者の代表者を管理人として選任

③ 個人、中小企業の場合管理人不選任

④ 管理人不選任の場合債務者を管理人として看做す



簡易回生手続の特則

調査手続の簡易化（第293条の７第2項）

簡易調査委員は第87条による調査委員の業務を大法院規則
の定めに従い簡易な方法で遂行することができる。



簡易回生手続の特則

可決要件の緩和（第293条の８）

簡易回生手続の関係人集会においては、債務者回生法第237条第１号にも
かかわらず次の各号の要件のいずれかを満たす場合には、回生計画案につ

いて回生債権者の組で可決されたものとみなす。

1.議決権を行使できる回生債権者の議決権の総額の3分の２以上に当たる
議決権を持つ者の同意を得たとき

2.議決権を行使できる回生債権者の議決権の総額の2分の１を超える議決
権を持つ者の同意および議決権者の過半数の同意を得たとき



簡易回生手続の主な改善事項

１. 簡易回生手続の適用範囲の拡大

2020年6月2日から対象事件の負債基準が‘３０億ウォン以下’から‘50
億ウォン’以下に拡大されたことで簡易回生事件の受付件数が増加
した

2019年111件受付 → 2020年124件受付



簡易回生手続の主な改善事項

上記のような適用範囲の拡大とともにソウル回生法院は実務準
則第201号（簡易回生事件の処理基準）を改正して予納基準額を
調整した

申立て当時の財務状態計算書上の資
産および負債総額

予納金

資産又は負債が10億ウォン以下 400万ウォン～500万ウォン

資産又は負債が10億ウォン超過
20億ウォン以下

500万ウォン～600万ウォン

資産又は負債が20億ウォン超過
30億ウォン以下

600万ウォン～800万ウォン

資産又は負債が30億ウォン超過
50億ウォン以下

800万ウォン～1000万ウォン



簡易回生手続の主な改善事項

２．映像審問および現場検証の拡大

「Vidyo Connect 」アプリを通じて映像審問および現場検証

ノートパソコン、タブレット、スマートフォンなどいずれの機械からでも

「Vidyo Connect」アプリダウンロード可能

裁判部のリンク（審問事項送信時の添付）

https://webinar.scourt.go.kr/flex.html?roomdirect.html&key=lWrpnKBIAS

クリックするとすぐに当該裁判部のRoomに入場することが可能



簡易回生手続の主な改善事項



簡易回生手続の主な改善事項



簡易回生手続の主な改善事項

３．簡易調査報告書標準様式および簡易な方法による調査の推進

簡易調査報告書標準様式の導入

簡易な方法による調査の推進

会計慣行が許す範囲内であれば、帳簿ではなく役職員の面談などを通じた資料収集も認める

継続企業価値の算定における推定期間の短縮（従来の10年→5年）



簡易調査報告書様式の標準化

簡易調査報告書の関連規定

債務者回生法第293条の７（簡易調査委員等）
② 簡易調査委員は第87条による調査委員の業務を大法院規則の定めに従い簡易な
方法で遂行することができる

規則第71条の３（簡易調査委員等の簡易な業務遂行方法）



簡易調査報告書様式の標準化

標準様式導入の背景

簡易回生手続において既存の回生手続における調査方法や調査報告書作

成方式などがそのまま適用されるケースが少なくなかった

これは零細な事業者の特殊性を考慮しなかったものであり、手続の遅延

をもたらす

簡易調査委員の調査報告書作成にかける事件や努力を軽減させるために

「標準様式」を用意



簡易調査報告書様式の標準化

간이조사보고서양식의표준화



簡易調査報告書様式の標準化



簡易調査報告書様式の標準化



簡易調査報告書様式の標準化

既存の調査報告書様式との違い

エクセル(Excel)様式の導入

調査項目の標準化

調査対象の最小化



簡易調査報告書様式の標準化

既存の調査報告書様式との違い（目次）

従来の簡易調査報告書の目次 現行の簡易調査報告書の目次

Ⅰ．調査の概要
Ⅱ．債務者の概要
Ⅲ．回生手続開始に至るまでの事情
Ⅳ．法人債務者の支配株主および役員の責任
Ⅴ．債務者の財産状態
Ⅵ．偶発債務（保証債務など）の内訳
Ⅶ．否認対象行為の存否および範囲
Ⅷ．債務者の事業を清算するときの清算価値算定
Ⅸ．債務者の事業の収益性の分析および事業を継続
するときの価値算定
Ⅹ．債務弁済計画（案）
Ⅺ．回生手続の妥当性に関する調査委員の意見

Ⅰ．債務者の概要
Ⅱ．実査価値および清算価値
Ⅲ．簡易回生手続を進行することが妥当であるか
Ⅳ．その他の事項



簡易調査報告書標準様式の導入効果

• 手続の迅速化

2020年全体 既存調査報告書
適用事件

標準調査報告書
適用事件

申立て後開始決定 22.18日 23日 20.22日

開始後認可決定 169.71日 170.11日 168.96日

開始後終結決定 224.34日 238.12日 199.56日

認可後終結決定 57.85日 71.59日 41.20日



簡易調査報告書標準様式の導入効果

簡易調査委員の調査業務の軽減

エクセルファイル連動で変換作業不要

報告書作成業務に所要される時間の短縮

調査項目の標準化によって報告書提出前の検討時間の短縮



終わりに


